
貸 借 対 照 表 

2024 年 6 月 30 日現在 

             （単位：千円） 
 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

流 動 資 産 911,673 流 動 負 債 129,833 

 現 金 及 び 預 金 823,139  買 掛 金 34,560 

 売 掛 金 59,388  未 払 金 40,567 

 商 品 11,909  未 払 費 用 2,462 

前 払 金 40  未 払 法 人 税 等 290 

 前 払 費 用 5,906  未 払 消 費 税 等 19,626 

短 期 貸 付 金 20  前 受 金 18,786 

 未 収 入 金 11,270  預 り 金 10,028 

固 定 資 産 7,762  リ ー ス 債 務 3,512 

 有 形 固 定 資 産 0 固 定 負 債 8,650 

  建 物 附 属 設 備 0  リース債務（固定） 8,650 

  工 具 器 具 備 品 0 負 債 合 計 138,484 

  リ ー ス 資 産 0 （ 純 資 産 の 部 ）  

 投 資 そ の 他 の 資 産 7,761 株 主 資 本 780,951 

  敷 金 7,709 資 本 金 10,000 

  差 入 保 証 金 52 資 本 剰 余 金 940,000 

     資 本 準 備 金 940,000 

  利 益 剰 余 金 △169,048 

   そ の 他 利 益 剰 余 金 △169,048 

   繰 越 利 益 剰 余 金 △169,048 

  （ う ち 当 期 純 損 失 ） (△91,520) 

  純   資   産   合   計 780,951 

資 産 合 計 919,435 負 債 純 資 産 合 計 919,435 

 

  



 

個 別 注 記 表 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記  

(1) 資産の評価基準及び評価方法  

棚卸資産の評価基準及び評価方法  

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しています。  

デリバティブ  

時価法を採用しています。 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法  

①有形固定資産 (リース資産を除く) 

定率法を採用しています。ただし、建物附属設備については定額法を採用しています。 な

お、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物附属設備   ８年～15 年 

工具器具備品   ３年～10 年 

②リース取引の処理方法  リース期間を耐用年数とし、残価保証額を残存価額とする定額

法を採用しております。 

 

(3) 重要な収益及び費用の計上基準 

当社における顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業は、プロバスケットボール

クラブ「アルティーリ千葉」の運営です。当該事業における主な履行義務の内容及び当該履行

義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

 スポンサー収入について、主な履行義務は、選手ユニフォーム、試合会場内看板及び公式サ

イトへのスポンサー企業の社名又は企業ロゴの掲載であります。当該履行義務は契約期間に

わたって充足されることから、当該契約期間にわたり、収益を計上しております。 

入場料収入について、主な履行義務は主管試合の開催であり、当該履行義務は、主管試合を

開催した時点で充足されることから、当該時点で収益を計上しております。 

物販収入について、主な履行義務は、顧客に対するグッズの引き渡しであり、当該履行義務

は顧客へ商品を引き渡す時点で充足されることから、当該時点で収益を計上しております。 

なお、主要な取引について、前払い又は履行義務を充足してから概ね１ヶ月以内に対価を

受領しており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。 

 

(4) 重要なヘッジの方法 

① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につ

いては振当処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段…為替予約取引 

   ヘッジ対象…外貨建取引 

③ ヘッジ方針 

   外貨建取引の為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っており、投機的な取

引は行っておりません。 

④ ヘッジ有効性評価の方法  

   ヘッジ対象及びヘッジ手段に関する重要な条件が同一であるため、ヘッジ有効性の判定

を省略しております。 

 

 

 


